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東日本大震災を踏まえた危険物施設の地震・津波対策の推進について 

 
平成23年３月11日に発生した東日本大震災における危険物施設の被害状況につい

て消防庁が行った調査によると、地震の揺れや津波により被害を受けた危険物施設数

は 3,341 施設であり、調査対象地域（岩手県、宮城県及び福島県を含む 16 都道県）

における全危険物施設数（211,877 施設）の約 1.6％で破損等の被害が発生したこと

が明らかとなりました。 
このような状況を踏まえ、消防庁では、地震の揺れ及び津波による危険物施設にお

ける事故の発生防止を図るため、「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津

波対策のあり方に係る検討会」を開催し、東日本大震災における危険物施設の被害状

況の分析及び地震・津波対策のあり方に係る検討を行ってきたところです。 
 今般、当該検討会の検討結果を踏まえ、東日本大震災における危険物施設の被害事

例に照らした地震・津波対策について下記のとおり取りまとめましたので、貴職にお

かれましては、このことに留意され、危険物施設の所有者等に対し、危険物施設の地

震・津波対策の充実強化が図られるよう引き続き適切な御指導をお願いするとともに、

貴管内の市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対してもこの旨

周知されるようお願いします。 
 また、このことについては、別添のとおり関係業界団体に対し通知しているところ

です。 
なお、本通知は消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく助

言として発出するものであることを申し添えます。 
 また、本通知中においては、法令名について次のとおり略称を用いたので御承知願

います。 

 
危険物の規制に関する規則（昭和 34 年総理府令第 55 号）………………………規則 
危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令 

殿 



（平成 6 年自治省令第 30 号）……………………………………………平成 6 年省令 
危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令 
（平成 17 年総務省令第３号）……………………………………………平成 17 年省令 
危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示 
（昭和 49 年自治省告示第 99 号）……………………………………………………告示 

 
 
記 

 
第１ 危険物施設の地震対策について 
  地震の揺れにより危険物施設の配管や建築物等において破損等が発生している

ことを踏まえ、危険物施設の所有者等は、危険物施設ごとに、当該施設の配管や建

築物等の耐震性能、技術基準の適合状況及び当該施設周辺の液状化の可能性等を確

認し（以下「再確認」という。）、再確認の結果に応じて必要な措置を講ずる必要が

あること。なお、再確認を実施する際には、別紙１に掲げる事項に留意する必要が

あること。 

  
 
第２ 危険物施設の津波対策について 
 １ 危険物施設に共通する事項について 
   津波により施設全体が損壊・流失する被害が発生していることを踏まえ、危険

物施設の所有者等は、津波警報発令時や津波が発生するおそれのある状況等にお

ける緊急時の対応に関する検証（以下「検証」という。）を施設ごとに実施し、

検証の結果に応じて避難時の対応や緊急停止措置等の対応に関する必要な事項

を予防規程等（予防規程を定めなければならない危険物施設以外の危険物施設に

あっては、当該危険物施設の所有者等が作成した保安マニュアル等とする。以下

同じ。）に規定する必要があること。この場合、危険物施設の所有者等は次に掲

げる事項に留意した検証を行う必要があること。 
   なお、今後、規則第 60 条の２（予防規程に定めなければならない事項）に津

波が発生するおそれのある状況等における措置等に関する事項を追加すること

を予定しており、危険物施設の所有者等が当該事項を予防規程に定める際の留意

事項については、追って通知する予定であること。 

 
（１） 検証を実施する必要のある危険物施設について 
    検証を実施する必要のある危険物施設は、津波が発生した場合に浸水する

おそれのある地域に所在する全ての危険物施設とすること。 

 



（２） 危険物施設の所有者等が検証を実施する際の留意事項について 
    危険物施設の所有者等が検証を実施する際には、次に掲げる事項に留意す

る必要があること。 
  ア 東日本大震災を踏まえて地方公共団体等で作成される津波浸水想定区域

図等を活用し、危険物施設の設置場所及び周辺の地理的特徴や津波被害の危

険性等について把握すること。 
   イ 従業員等の避難について、避難経路、避難場所、避難方法等の確認を行う

とともに、従業員等への周知徹底を図ること。 
ウ 津波警報が発令されたことや津波が発生するおそれのある状況であるこ

とを、津波襲来の切迫性も含めて従業員等へ伝達する方法を検証し、従業員

等へ当該方法の周知徹底を図ること。 
   エ 津波警報発令時や津波が発生するおそれのある状況において、施設の緊急

停止の方法、手順について確認すること。また、地震に伴って停電が発生す

る可能性があることを考慮し、施設が停電した場合における緊急停止の方法、

手順についても併せて確認すること。この際、施設の緊急停止に伴い危険物

を取り扱う装置等での異常反応や圧力上昇等により火災流出等の事故が発

生することがないよう、施設における危険物の貯蔵・取扱いの工程（プロセ

ス）に鑑み、緊急停止の適切性も含めた検証を実施すること。 
   オ 避難や緊急停止の方法の確認に併せて、緊急停止等の実施体制を明確にす

ること。特に、津波が発生するおそれのある状況においては、緊急停止等に

対応できる時間が限られていることから、短時間で効果的に行えるよう従業

員の役割を明確にすること。この場合において、夜間や休日など、従業員等

の少ない時間帯における実施体制についても併せて確認すること。 

 
（３） 危険物施設の従業員に対する検証の結果の周知等について 

     危険物施設の所有者等は、（２）を踏まえて実施した検証の結果を当該施

設の従業員等へ周知し、津波が発生するおそれのある状況を想定した訓練を

実施する必要があること。 

 
 ２ 屋外タンク貯蔵所に関する事項について 
   津波による屋外貯蔵タンクの被害について検証した結果、既往の津波波力算出

式を用いたシミュレーションの有効性が確認されたことから、１の検証を行う場

合は、屋外貯蔵タンクの津波被害シミュレーションを実施することにより具体的

な被害予測を行うこと。なお、屋外貯蔵タンクの津波被害シミュレーションツー

ルについては、追って消防庁から提供する予定であること。 

 
 



第３ その他 
 １ 第１の再確認及び第２、１の検証については、立入検査等の機会を活用して再

確認等の状況を確認し、必要な地震・津波対策が講じられていない場合は速やか

に対策を講ずるよう指導されたいこと。 

 
 ２ 容量が 1,000キロリットル以上 1万キロリットル未満の屋外タンク貯蔵所につ

いては、危険物を取り扱う配管への緊急遮断弁の設置に係る技術上の基準を規定

することを予定しており、その運用等については追って通知する予定であること。 

 
以上 

 

（問い合わせ先） 
消防庁危険物保安室 
担当：中本課長補佐、竹本係長（危険物施設に関する事項） 
   永友課長補佐、宮内係長（屋外タンク貯蔵所に関する事項）

TEL 03-5253-7524／FAX 03-5253-7534 



危険物施設の所有者等における配管や建築物等の耐震性能等の再確認に

係る留意事項について 
 
危険物施設の所有者等における配管や建築物等の耐震性能等の確認（以下「再確認」

という。）については、次に掲げる事項に留意し、実施する必要があること。この際、

再確認の結果に応じて必要な対策を検討し、講ずる必要があること。 
なお、再確認を実施する際には、「建築設備耐震設計・施工指針」（日本建築センタ

ー発行）や「官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説」（建築保全センター発

行）等の資料を参考にすることにより効果的な確認が行えるものであること。 

 
１ 危険物施設に共通する留意事項 

東日本大震災において被災した危険物施設に共通して見られた被害は次のとお

り。 

（被害事例） 

 ・建築物の壁面等の亀裂又は崩落、地盤面の液状化による建築物の傾き 

 ・配管の変形及び支持物からの脱落 

 ・危険物を取り扱う設備の損傷、傾斜 

 

上記の被害事例を踏まえた再確認における留意事項は次のとおり。 

（１） 建築物等が設計上の耐震性能を有していること。 

（２） 施設の設置場所が地震時に地盤沈下や液状化が発生するおそれのない場所

かどうか、確認すること。地盤沈下等が発生するおそれのある場合には、被

害を最小限に抑えるための対策について検討すること。 

  なお、確認にあたっては、既存の情報を活用するとともに、周辺地域の地

盤に関する情報等も参考にすること。 

（３） 配管が設計上の耐震性能を有していること。また、腐食等劣化により耐震

強度が低下していないかについても併せて確認すること。 

（４） 配管に可とう管継手を使用している場合には、当該継手が有効な位置に設

置されているかどうか確認すること。 

（５） 配管の支持物が設計上の耐震性能を有していること。 

（６） 支持物による配管の固定状況を確認し、地震時に支持物から配管が外れな

いよう、必要に応じて対策を講ずること。 

（７） 地震により水平方向への地盤のずれが生じ、配管の支持物に直近のバルブ

等が接触し、配管が破断する可能性があることから、配管の支持物の直近に

水抜きバルブ等が設けられていないかどうか確認すること。 

（８） ポンプ設備が設けられている場合は、ポンプ設備と基礎との固定状況につ

いて、腐食等劣化により耐震強度が低下していないかも含めて確認すること。 

別紙１



２ 施設形態別の留意事項 

（１） 屋内貯蔵所 

    屋内貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・架台からの容器の落下 

 

上記の被害事例を踏まえた屋内貯蔵所の再確認における留意事項は次のとお

り。 

  ア 貯蔵倉庫の架台が設計上の耐震性能を有していること。 

   イ 架台と基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が低下して

いないかも含めて確認すること。 

   ウ 架台に貯蔵された容器の落下防止対策が有効に講じられているか確認す

ること。 

 

 

（２） 屋外タンク貯蔵所 

屋外タンク貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 
   （被害事例） 
   ・基礎の沈下及び周辺地盤の部分的な隆起に伴う特定屋外タンク貯蔵所の不等

沈下（不等沈下率が 1/100 を超えるもの） 
   ・長周期地震動の影響による特定屋外貯蔵タンクの浮き屋根の沈下及び傾斜 
   ・長周期地震動の影響による特定屋外貯蔵タンクの浮き蓋の沈下 

 
上記の被害事例を踏まえた屋外タンク貯蔵所の再確認等における留意事項は

次のとおり。 
ア 平成６年省令附則第５条第２項第１号に定める地盤の液状化に係る基準に

適合した特定屋外タンク貯蔵所のうち、タンクの設置場所が河川の流路付近

であるもの、又は当該場所がかつて河川の流路又は流路付近であったものに

ついては、ボーリング調査結果及び告示第 74 条に規定する液状化指数につい

て確認すること。 
イ 告示第４条の 21 の３に規定する特定屋外貯蔵タンクの浮き屋根について

は、次の（ア）から（ウ）に定める基準に係る適合状況について確認するこ

と。なお、すでに当該基準に適合しているものについてはこの限りでない。 
 （ア） 外周浮き部分に生じる応力に関する事項（告示第４条の 21 の４） 
（イ） 浮き機能に関する事項（告示第４条の 22 第１項第１号イ） 
（ウ） 溶接部の溶接方法に関する事項（告示第４条の 22 第１項第１号ハ） 

確認にあたっては、過去の補修に伴う浮き屋根重量の増加等の影響を反映



すること。また、確認の結果、上記（ア）から（ウ）の基準のいずれかを満

たしていない浮き屋根については、出来る限り早期にこれらの基準に適合す

るよう、平成 17 年省令附則第３条第１号に基づき市町村長等に届け出た工事

に関する計画の見直しを検討すること。 
ウ 告示第４条の 21 の３に規定する特定屋外貯蔵タンク以外の一枚板構造の

浮き屋根については、上記イ（イ）に定める基準に係る適合状況について確

認すること。確認にあたっては、過去の補修に伴う浮き屋根重量の増加等の

影響を反映し、確認の結果、基準を満たしていない浮き屋根については、速

やかに基準に適合するための改修を行うこと。なお、当該浮き屋根において

も、上記イ（ア）及び（ウ）に定める基準に係る適合状況について評価する

ことが望ましいこと。 
エ 浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所については、「危険物の規制に関する政令の

一部を改正する政令」（平成 23 年政令第 405 号）等において定められた浮き

蓋付屋外タンク貯蔵所の技術上の基準への適合状況を早急に確認する必要が

あること。浮き蓋の耐震性能を満たしていないことが確認された場合には、

出来る限り早期に浮き蓋の耐震基準に適合するよう工事に関する計画を策定

し改修を進める必要があること。 
 

 

（３） 屋内タンク貯蔵所 

    屋内タンク貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・屋内貯蔵タンクのずれ。 

    

    上記の被害事例を踏まえた、屋内タンク貯蔵所の再確認における留意事項は

次のとおり。 

・屋内貯蔵タンクと基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が

低下していないかも含めて確認すること。 

 

（４） 屋外貯蔵所 

屋外貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・架台の破損及び架台からの容器の落下 

 

上記の被害事例を踏まえた屋外貯蔵所の再確認における留意事項は次のと

おり。 

   ア 危険物容器を貯蔵する架台が設計上の耐震性能を有していること。 



   イ 架台と基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が低下して

いないかも含めて確認すること。 

   ウ 架台に貯蔵された容器の落下防止対策が有効に講じられているか確認す

ること。 

 

 

（５） 給油取扱所 

給油取扱所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・防火塀、固定給設備等の倒壊・傾斜 

 

    上記の被害事例を踏まえた給油取扱所の再確認における留意事項は次のと

おり。 

   ア 防火塀が設計上の耐震性能を有していること。 

  イ 固定給油設備等とアイランド（基礎）との固定状況について、腐食等劣化

により耐震強度が低下していないかも含めて確認すること。 

 

 

（６） 移送取扱所 

    移送取扱所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

・危険物を取り扱う移送配管の変形に伴うフランジ接続部の緩み 

 

上記の被害事例を踏まえた移送取扱所の再確認における留意事項は１の危険

物施設に共通する留意事項のうち、（３）から（７）の配管に関する事項による

こと。 

  

 

（７） 一般取扱所 

    一般取扱所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・建築物の壁面等の亀裂又は崩落、地盤面の液状化による建築物の傾き。 

   ・20 号タンクの基礎、架台の破損 

 

上記の被害事例を踏まえた一般取扱所の再確認における留意事項は次のと

おり。 

  ア 危険物を取り扱う設備等が設計上の耐震性能を有していること。 



  イ 20 号タンクと基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が低

下していないかも含めて確認すること。20 号タンクの架台が設けられている

場合には、架台の設計上の耐震性能及び固定状況を確認すること。 

  ウ 20 号防油堤が設計上の耐震性能を有していること。 



消 防 危 第 2 7 号 
平成 24 年 1 月 31 日 

 
 
石 油 化 学 工 業 協 会 会長 
石 油 連 盟 会長 
全 国 石 油 商 業 組 合 連 合 会 会長 
社団法人 全日本トラック協会 会長 
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 消防庁危険物保安室長 

 
 

東日本大震災を踏まえた危険物施設の地震・津波対策の推進について 

 
平成23年３月11日に発生した東日本大震災における危険物施設の被害状況につい

て消防庁が行った調査によると、地震の揺れや津波により被害を受けた危険物施設数

は 3,341 施設であり、調査対象地域（岩手県、宮城県及び福島県を含む 16 都道県）

における全危険物施設数（211,877 施設）の約 1.6％で破損等の被害が発生したこと

が明らかとなりました。 
このような状況を踏まえ、消防庁では、地震の揺れ及び津波による危険物施設にお

ける事故の発生防止を図るため、「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津

波対策のあり方に係る検討会」を開催し、東日本大震災における危険物施設の被害状

況の分析及び地震・津波対策のあり方に係る検討を行ってきたところです。 
 今般、検討会の検討結果を踏まえ、東日本大震災における危険物施設の被害事例に

照らした危険物施設の地震・津波対策について下記のとおりとりまとめましたので、

貴団体におかれましては、このことに留意され、貴団体会員に対してこの旨周知徹底

し、危険物施設の地震・津波対策の充実強化が図られるようお願いします。 
 なお、本通知中においては、法令名について次のとおり略称を用いたので御承知願

います。 

殿 

別添 



危険物の規制に関する規則（昭和 34 年総理府令第 55 号）………………………規則 
危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令 
（平成 6 年自治省令第 30 号）……………………………………………平成 6 年省令 
危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令 
（平成 17 年総務省令第３号）……………………………………………平成 17 年省令 
危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示 
（昭和 49 年自治省告示第 99 号）……………………………………………………告示 

 
 
 
記 

 
第１ 危険物施設の地震対策について 

地震の揺れにより危険物施設の配管や建築物等において破損等が発生している

ことを踏まえ、危険物施設の所有者等は、危険物施設ごとに、当該施設の配管や建

築物等の耐震性能、技術基準の適合状況及び当該施設周辺の液状化の可能性等を確

認し（以下「再確認」という。）、再確認の結果に応じて必要な措置を講ずること。

なお、再確認を実施する際には、別紙１に掲げる事項に留意する必要があること。 

 
 
第２ 危険物施設の津波対策について 
 １ 危険物施設に関する事項について 
   津波により施設全体が損壊・流失する被害が発生していることを踏まえ、危険

物施設の所有者等は、津波警報発令時や津波が発生するおそれのある状況等にお

ける緊急時の対応に関する検証（以下「検証」という。）を施設ごとに実施し、

検証の結果に応じて避難時の対応や緊急停止措置等の対応に関する必要な事項

を予防規程等（予防規程を定めなければならない危険物施設以外の危険物施設に

あっては、当該危険物施設の所有者等が作成した保安マニュアル等とする。以下

同じ。）に規定すること。この場合、危険物施設の所有者等は次に掲げる事項に

留意した検証を実施すること。 
   なお、今後、消防庁では、規則第 60 条の２（予防規程に定めなければならな

い事項）に津波が発生するおそれのある状況等における措置等に関する事項を追

加する予定であること。 

 
（１） 検証を実施する必要のある危険物施設について 
    検証を実施する必要のある危険物施設は、津波が発生した場合に浸水する

おそれのある地域に所在する全ての危険物施設とすること。 



 
（２） 製造所等の所有者等が検証を実施する際の留意事項について 
    危険物施設の所有者等が検証を実施する際には、次に掲げる事項に留意す

る必要があること。 
  ア 東日本大震災を踏まえて地方公共団体等で作成される津波浸水想定区域

図等を活用し、危険物施設の設置場所及び周辺の地理的特徴や津波被害の危

険性等について把握すること。 
   イ 従業員等の避難について、避難経路、避難場所、避難方法等の確認を行う

とともに、従業員等への周知徹底を図ること。 
   ウ 津波警報が発令されたことや津波が発生するおそれのある状況であるこ

とを、津波襲来の切迫性も含めて従業員等へ伝達する方法を検証し、従業員

等へ当該方法の周知徹底を図ること。 
   エ 津波警報発令時や津波が発生するおそれのある状況において、施設の緊急

停止の方法、手順について確認すること。また、地震に伴って停電が発生す

る可能性があることを考慮し、施設が停電した場合における緊急停止の方法、

手順についても併せて確認すること。この際、施設の緊急停止に伴い危険物

を取り扱う装置等での異常反応や圧力上昇等により火災流出等の事故が発

生することがないよう、施設における危険物の貯蔵・取扱いの工程（プロセ

ス）に鑑み、緊急停止の適切性も含めた検証を実施すること。 
   オ 避難や緊急停止の方法の確認に併せて、緊急停止等の実施体制を明確にす

ること。特に、津波が発生するおそれのある状況においては、緊急停止等に

対応できる時間が限られていることから、短時間で効果的に行えるよう従業

員の役割を明確にすること。この場合において、夜間や休日など、従業員等

の少ない時間帯における実施体制についても併せて確認すること。 

 
（３） 危険物施設の従業員に対する検証の結果の周知等について 

     危険物施設の所有者等は、（２）を踏まえて実施した検証の結果を当該施

設の従業員等へ周知し、津波が発生するおそれのある状況を想定した訓練を

実施すること。 

 
 ２ 屋外タンク貯蔵所に関する事項について 
   津波による屋外貯蔵タンクの被害について検証した結果、既往の津波波力算出

式を用いたシミュレーションの有効性が確認されたことから、１の検証を行う場

合は、屋外貯蔵タンクの津波被害シミュレーションを実施することにより具体的

な被害予測を行うこと。なお、屋外貯蔵タンクの津波被害シミュレーションツー

ルについては、追って消防庁から提供する予定であること。 

 



 
第３ その他 
  容量が1,000キロリットル以上１万キロリットル未満の屋外タンク貯蔵所につい

ては、危険物を取り扱う配管への緊急遮断弁の設置に係る技術上の基準を規定する

予定であること。 

 
以上 

 



危険物施設の所有者等における配管や建築物等の耐震性能等の再確認に

係る留意事項について 
 
危険物施設の所有者等における配管や建築物等の耐震性能等の確認（以下「再確認」

という。）については、次に掲げる事項に留意し、実施すること。この際、再確認の

結果に応じて必要な対策を検討し、講ずること。 
なお、再確認を実施する際には、「建築設備耐震設計・施工指針」（日本建築センタ

ー発行）や「官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説」（建築保全センター発

行）等の資料を参考にすることにより効果的な確認が行えるものであること。 

 
１ 危険物施設に共通する留意事項 

東日本大震災において被災した危険物施設に共通して見られた被害は次のとお

り。 

（被害事例） 

 ・建築物の壁面等の亀裂又は崩落、地盤面の液状化による建築物の傾き 

 ・配管の変形及び支持物からの脱落 

 ・危険物を取り扱う設備の損傷、傾斜 

 

上記の被害事例を踏まえた再確認における留意事項は次のとおり。 

（１） 建築物等が設計上の耐震性能を有していること。 

（２） 施設の設置場所が地震時に地盤沈下や液状化が発生するおそれのない場所

かどうか、確認すること。地盤沈下等が発生するおそれのある場合には、被

害を最小限に抑えるための対策について検討すること。 

  なお、確認にあたっては、既存の情報を活用するとともに、周辺地域の地

盤に関する情報等も参考にすること。 

（３） 配管が設計上の耐震性能を有していること。また、腐食等劣化により耐震

強度が低下していないかについても併せて確認すること。 

（４） 配管に可とう管継手を使用している場合には、当該継手が有効な位置に設

置されているかどうか確認すること。 

（５） 配管の支持物が設計上の耐震性能を有していること。 

（６） 支持物による配管の固定状況を確認し、地震時に支持物から配管が外れな

いよう、必要に応じて対策を講ずること。 

（７） 地震により水平方向への地盤のずれが生じ、配管の支持物に直近のバルブ

等が接触し、配管が破断する可能性があることから、配管の支持物の直近に

水抜きバルブ等が設けられていないかどうか確認すること。 

（８） ポンプ設備が設けられている場合は、ポンプ設備と基礎との固定状況につ

いて、腐食等劣化により耐震強度が低下していないかも含めて確認すること。 

別紙１



２ 施設形態別の留意事項 

（１） 屋内貯蔵所 

    屋内貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・架台からの容器の落下 

 

上記の被害事例を踏まえた屋内貯蔵所の再確認における留意事項は次のとお

り。 

  ア 貯蔵倉庫の架台が設計上の耐震性能を有していること。 

   イ 架台と基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が低下して

いないかも含めて確認すること。 

   ウ 架台に貯蔵された容器の落下防止対策が有効に講じられているか確認す

ること。 

 

 

（２） 屋外タンク貯蔵所 

屋外タンク貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 
   （被害事例） 
   ・基礎の沈下及び周辺地盤の部分的な隆起に伴う特定屋外タンク貯蔵所の不等

沈下（不等沈下率が 1/100 を超えるもの） 
   ・長周期地震動の影響による特定屋外貯蔵タンクの浮き屋根の沈下及び傾斜 
   ・長周期地震動の影響による特定屋外貯蔵タンクの浮き蓋の沈下 

 
上記の被害事例を踏まえた屋外タンク貯蔵所の再確認等における留意事項は

次のとおり。 
ア 平成６年省令附則第５条第２項第１号に定める地盤の液状化に係る基準に

適合した特定屋外タンク貯蔵所のうち、タンクの設置場所が河川の流路付近

であるもの、又は当該場所がかつて河川の流路又は流路付近であったものに

ついては、ボーリング調査結果及び告示第 74 条に規定する液状化指数につい

て確認すること。 
イ 告示第４条の 21 の３に規定する特定屋外貯蔵タンクの浮き屋根について

は、次の（ア）から（ウ）に定める基準に係る適合状況について確認するこ

と。なお、すでに当該基準に適合しているものについてはこの限りでない。 
 （ア） 外周浮き部分に生じる応力に関する事項（告示第４条の 21 の４） 
（イ） 浮き機能に関する事項（告示第４条の 22 第１項第１号イ） 
（ウ） 溶接部の溶接方法に関する事項（告示第４条の 22 第１項第１号ハ） 

確認にあたっては、過去の補修に伴う浮き屋根重量の増加等の影響を反映



すること。また、確認の結果、上記（ア）から（ウ）の基準のいずれかを満

たしていない浮き屋根については、出来る限り早期にこれらの基準に適合す

るよう、平成 17 年省令附則第３条第１号に基づき市町村長等に届け出た工

事に関する計画の見直しを検討すること。 
ウ 告示第４条の 21 の３に規定する特定屋外貯蔵タンク以外の一枚板構造の

浮き屋根については、上記イ（イ）に定める基準に係る適合状況について確

認すること。確認にあたっては、過去の補修に伴う浮き屋根重量の増加等の

影響を反映し、確認の結果、基準を満たしていない浮き屋根については、速

やかに基準に適合するための改修を行うこと。なお、当該浮き屋根において

も、上記イ（ア）及び（ウ）に定める基準に係る適合状況について評価する

ことが望ましいこと。 
エ 浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所については、「危険物の規制に関する政令の

一部を改正する政令」（平成 23 年政令第 405 号）等において定められた浮き

蓋付屋外タンク貯蔵所の技術上の基準への適合状況を早急に確認する必要が

あること。浮き蓋の耐震性能を満たしていないことが確認された場合には、

出来る限り早期に浮き蓋の耐震基準に適合するよう工事に関する計画を策定

し改修を進める必要があること。 
 

 

（３） 屋内タンク貯蔵所 

    屋内タンク貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・屋内貯蔵タンクのずれ。 

    

    上記の被害事例を踏まえた、屋内タンク貯蔵所の再確認における留意事項は

次のとおり。 

・屋内貯蔵タンクと基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が

低下していないかも含めて確認すること。 

 

（４） 屋外貯蔵所 

屋外貯蔵所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・架台の破損及び架台からの容器の落下 

 

上記の被害事例を踏まえた屋外貯蔵所の再確認における留意事項は次のと

おり。 

   ア 危険物容器を貯蔵する架台が設計上の耐震性能を有していること。 



   イ 架台と基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が低下して

いないかも含めて確認すること。 

   ウ 架台に貯蔵された容器の落下防止対策が有効に講じられているか確認す

ること。 

 

 

（５） 給油取扱所 

給油取扱所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・防火塀、固定給設備等の倒壊・傾斜 

 

    上記の被害事例を踏まえた給油取扱所の再確認における留意事項は次のと

おり。 

   ア 防火塀が設計上の耐震性能を有していること。 

  イ 固定給油設備等とアイランド（基礎）との固定状況について、腐食等劣化

により耐震強度が低下していないかも含めて確認すること。 

 

 

（６） 移送取扱所 

    移送取扱所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

・危険物を取り扱う移送配管の変形に伴うフランジ接続部の緩み 

 

上記の被害事例を踏まえた移送取扱所の再確認における留意事項は１の危険

物施設に共通する留意事項のうち、（３）から（７）の配管に関する事項による

こと。 

  

 

（７） 一般取扱所 

    一般取扱所の主な被害事例は次のとおり。 

   （被害事例） 

   ・建築物の壁面等の亀裂又は崩落、地盤面の液状化による建築物の傾き。 

   ・20 号タンクの基礎、架台の破損 

 

上記の被害事例を踏まえた一般取扱所の再確認における留意事項は次のと

おり。 

  ア 危険物を取り扱う設備等が設計上の耐震性能を有していること。 



  イ 20 号タンクと基礎との固定状況について、腐食等劣化により耐震強度が低

下していないかも含めて確認すること。20 号タンクの架台が設けられている

場合には、架台の設計上の耐震性能及び固定状況を確認すること。 

  ウ 20 号防油堤が設計上の耐震性能を有していること。 


